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社会福祉施設等の被災状況把握における報告対象となる社会福祉施設等 

 

令和３年４月１５日付厚生労働省通知「災害発生時における社会福祉施設等の被災状況の把握等に

ついて」において、平時から災害時情報共有システムへの施設情報の登録又は施設リストを作成すること

とされている施設種別が示され、令和５年１０月２０日、令和６年１１月６日及び令和８年４月７日付で報告

対象の施設の更新や所要の改正が行われました。 

通知では、平時から災害時情報共有システムへの施設情報の登録等を行うこととされている施設種別

（以下の一覧で下線・斜体施設になっていない施設）に加え、その他の施設等についても、被災状況等を

把握し、必要な支援につなげることとされています。また、国が示す対象施設種別に該当しない通所施設

等（システムの対象外の施設等を除く。）についても、災害時情報共有システムにて被災状況の有無の把

握が可能であり、施設・事業の種別を問わず速やかに入力するよう、システム対象施設等への徹底が求

められています。さらに、令和８年度からは、生活保護関係施設もシステム対象施設に加えられました。 

これを踏まえ、大阪府内においては、以下に記載している下線・斜体施設についても被災状況の把握に

努め、災害時情報共有システムへの入力を促すこととし、システムの対象外の施設等については、報告様

式に施設名等と被害情報等を記載し、堺市へ報告いただくようにしています。 

 

※下線・斜体施設 については、「災害時情報共有システムへの施設情報の登録」又は「施設リスト」の作

成を必須としません。 

 

１ 児童関係施設 

（１） 助産施設 

（２） 乳児院 

（３） 母子生活支援施設 

（４） 児童養護施設 

（５） 児童心理治療施設 

（６） 児童自立支援施設 

（７） 児童自立生活援助事業所（児童自立生活援助事業所Ⅲ型を除く。） 

（８） 小規模住居型児童養育事業所 

（９） 児童相談所一時保護施設 

（１０） 児童厚生施設 

（１１） 保育所・認定こども園等 

    （保育所、幼保連携型認定こども園、保育所型認定こども園、幼稚園型認定こども園及び 

     地方裁量型認定こども園並びに児童福祉法 34条の 15第１項又は第２項に基づく 

     小規模保育事業所、家庭的保育事業所及び事業所内保育事業所） 

（１２） 放課後児童クラブ 

（13） 地域子育て支援拠点 

（14） 子育て短期支援事業を行う施設 
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（15） 一時預かり事業所 

（16） 病児保育事業所 

（17） 産後ケア事業を行う施設 

（18） 児童育成支援拠点事業所 

（19） 里親支援センター 

（２0） 社会的養護自立支援拠点事業所 

（２１） 妊産婦等生活援助事業所 

（22） 子育て援助活動支援事業 

（23） 児童家庭支援センター 

（24） 母子・父子福祉センター 

（25） 利用者支援事業 

（26） 居宅訪問型保育事業【児童福祉法】 

（27） 認可外保育施設 

 

 

２ 障害児者関係施設 

（１） 障害者支援施設 

（２） 福祉型障害児入所施設 

（３） 医療型障害児入所施設 

（4） 共同生活援助 

（5） 短期入所 

（6） 療養介護 

（7） 障害児相談支援 

（8） 児童発達支援 

（９） 放課後等デイサービス 

（1０） 生活介護 

（1１） 自立訓練 

（1２） 就労移行支援 

（1３） 就労継続支援 

（1４） 地域活動支援センター 

（1５） 福祉ホーム 

（1６） 身体障害者生活訓練等事業 

（1７） 介助犬訓練事業 

（1８） 聴導犬訓練事業 

（１９） 身体障害者福祉センター（Ａ型） 

（2０） 身体障害者福祉センター（Ｂ型） 

（2１） 盲導犬訓練施設 

（2２） 点字図書館 
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（2３） 視聴覚障害者情報提供施設 

 

 

３ 高齢者関係施設 

（１） 老人短期入所施設 

（２） 養護老人ホーム 

（３） 特別養護老人ホーム 

（４） 軽費老人ホーム 

（５） 認知症高齢者グループホーム 

（６） 生活支援ハウス 

（７） 介護老人保健施設 

（８） 介護医療院 

（９） 小規模多機能型居宅介護事業所 

（10） 看護小規模多機能型居宅介護事業所 

（11） 有料老人ホーム 

（12） サービス付高齢者向け住宅 

（13） 老人デイサービス事業（通所介護（介護予防）、地域密着型通所介護（介護予防）、認知症対応

型通所介護（介護予防）） 

（14） 認知症対応型老人共同生活援助事業（認知症対応型共同生活介護（介護予防）） 

（15） 複合型サービス福祉事業（複合型サービス） 

 

 

４ 女性支援関係施設 （※児童福祉施設等災害時情報共有システムで報告） 

(1) 女性自立支援施設 

(2) 女性相談支援センター一時保護所 

 

 

５ 生活保護関係施設 

（１） 救護施設 

（２） 更生施設 

（３） 宿所提供施設 

（４） 日常生活支援住居施設 

（５） 授産施設 

（６） 生計困難者のために、無料又は低額な料金で、簡易住宅を貸し付け、又は宿泊所その他の施設を

利用させる事業（無料低額宿泊事業） 


